
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 (1) 職員給与費              54,079 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 10条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、２１７，６００千円である。 

 

 

  令和６年２月 13 日提出 

 

 

 

湯河原町長 冨 田 幸 宏  

議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 (1) 職員給与費              54,079 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 10条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、２１７，６００千円である。 

 

 

  令和６年２月 13 日提出 

 

 

 

湯河原町長 冨 田 幸 宏  

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算に関する説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

予算に関する説明書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

1 資本的収入 242,566

1 企業債 132,225

1 企 業 債 132,225

2 他会計補助金 61,741

1 他 会 計 補 助 金 61,741

3 国庫補助金 12,250

1 国 庫 補 助 金 12,250

4 負担金 26,350

1 建 設 費 負 担 金 26,350

5 長期貸付金償還金 10,000

1 長期貸付金償還金 10,000

（単位　千円）

1 資本的支出 404,000

1 建設改良費 119,400

1 管 渠 建 設 改 良 費 25,000

2 処理場建設改良費 92,500

3 固 定 資 産 購 入 費 1,900

2 企業債償還金 272,714

1 企 業 債 償 還 金 272,714

3 基金 10,000

1 基 金 10,000

4 予備費 1,886

1 予 備 費 1,886

管渠等の整備及び改良に要する経費

浄水センターの整備及び改良に要する経費

水質分析用備品

企業債元金償還金

基金積立金

一般会計からの償還金

目 予 定 額 備　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　資本的収入及び支出

　　　　　　　収　　　　　　　　入

目 予 定 額 備　　　　　　　　　　　　考

社会資本整備総合交付金及び防災・安全社会資本整備交付金

熱海市及び真鶴町建設費負担金

下水道事業債

一般会計補助金

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

1 資本的収入 242,566

1 企業債 132,225

1 企 業 債 132,225

2 他会計補助金 61,741

1 他 会 計 補 助 金 61,741

3 国庫補助金 12,250

1 国 庫 補 助 金 12,250

4 負担金 26,350

1 建 設 費 負 担 金 26,350

5 長期貸付金償還金 10,000

1 長期貸付金償還金 10,000

（単位　千円）

1 資本的支出 404,000

1 建設改良費 119,400

1 管 渠 建 設 改 良 費 25,000

2 処理場建設改良費 92,500

3 固 定 資 産 購 入 費 1,900

2 企業債償還金 272,714

1 企 業 債 償 還 金 272,714

3 基金 10,000

1 基 金 10,000

4 予備費 1,886

1 予 備 費 1,886

管渠等の整備及び改良に要する経費

浄水センターの整備及び改良に要する経費

水質分析用備品

企業債元金償還金

基金積立金

一般会計からの償還金

目 予 定 額 備　　　　　　　　　　　　考

　　　　　　　支　　　　　　　　出

　　　　　　　資本的収入及び支出

　　　　　　　収　　　　　　　　入

目 予 定 額 備　　　　　　　　　　　　考

社会資本整備総合交付金及び防災・安全社会資本整備交付金

熱海市及び真鶴町建設費負担金

下水道事業債

一般会計補助金

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 (1) 職員給与費              54,079 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 10条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、２１７，６００千円である。 

 

 

  令和６年２月 13 日提出 

 

 

 

湯河原町長 冨 田 幸 宏  

議案第 23 号 

 

 

   令和６年度湯河原町下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和６年度湯河原町下水道事業会計の予算は、次に定めるとこ

ろによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

 (1) 処理区域面積               427 ヘクタール 

 (2) 年間総処理水量          2,941,592 立方メートル 

 (3) 一日平均処理水量            8,059 立方メートル 

 (4) 主要な建設改良事業        

     管渠建設改良費           25,000 千円 

     処理場建設改良費           92,500 千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

             収     入 

 第１款 下水道事業収益        1,050,710 千円 

  第１項 営業収益            548,562 千円 

  第２項 営業外収益          502,148 千円 

             支     出 

 第１款 下水道事業費用        1,047,000 千円 

  第１項 営業費用           980,500 千円 

  第２項 営業外費用           64,960 千円 

  第３項 予備費              1,540 千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的

収入額が資本的支出額に対し不足する額１６１，４３４千円は、当年

度分消費税資本的収支調整額１，７３３千円及び過年度分損益勘定留

保資金１５９，７０１千円で補填するものとする。）。 

             収     入 

 第１款 資本的収入            242,566 千円 

  第１項 企業債             132,225 千円 

  第２項 他会計補助金           61,741 千円 

第３項 国庫補助金            12,250 千円 

第４項 負担金              26,350 千円 

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



 (1) 職員給与費              54,079 千円 

 （他会計からの補助金） 

第 10条 下水道事業運営のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける

金額は、２１７，６００千円である。 

 

 

  令和６年２月 13 日提出 

 

 

 

湯河原町長 冨 田 幸 宏  

第５項 長期貸付金償還金        10,000 千円 

             支     出 

 第１款 資本的支出            404,000 千円 

  第１項 建設改良費           119,400 千円 

  第２項 企業債償還金          272,714 千円 

  第３項 基金              10,000 千円 

  第４項 予備費              1,886 千円 

 （債務負担行為） 

第５条 債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次

のとおりと定める。 

事 項 期 間 限 度 額 

運転管理業務委託料 

（令和６年度分） 

 令和７年度から 

 令和９年度まで 

千円 

324,621 

 （企業債） 

第６条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次

のとおりと定める。 

起債の目的 限度額 起債の方法 利 率 償還の方法 

下水道事業   千円 

132,225 

証書借入

又は証券発

行 

事業の進

捗その他の

都合により

起債前借又

は翌年度に

繰り越して

借り入れる

ことができ

る。 

5.0％以内 

ただし、利

率見直し方

式で、借り入

れる資金に

ついて、利率

の見直しを

行った後に

おいては、当

該見直し後

の利率によ

る。 

政府資金につい

てはその融資条件

により、銀行その

他の場合にはその

債権者と協定する

ものによる。 
ただし、企業財

政の都合により据

置期間及び償還期

限を短縮し、又は

繰上償還若しくは

低利債に借り換え

ることができる。 

（一時借入金） 

第７条 一時借入金の限度額は、５００，０００千円と定める。 

（予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、

次のとおりと定める。 

 (1) 営業費用と営業外費用の間の流用 

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第９条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経

費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する

場合は、議会の議決を経なければならない。 

1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

2 処 理 場 費 276,142 272,217 3,925

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



2 処 理 場 費 276,142 272,217 3,925

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

修 繕 費 25,000 機械設備等修繕費

動 力 費 63,186 59,186

汚泥焼却施設等燃料費 4,000

薬 品 費 291

報 償 費 412

保 険 料 1,466

給 料 13,928 一 般 職　４人

手 当 5,915 扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 24

時間外勤務手当 1,200

期 末 手 当 2,018

勤 勉 手 当 1,659

住 居 手 当 330

地 域 手 当 426

賞 与 引 当 金 2,186 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 5,974 3,988

1

35

1,950

旅 費 32 普 通 旅 費

備 消 耗 品 費 545 事 務 用 品 費 431

新聞雑誌等購読料 24

Ｐ Ｒ 用 品 費 30

電算業務用品費 40

車 両 用 品 費 20

燃 料 費 225 車 両 燃 料 費

印 刷 製 本 費 62 帳 票 印 刷 費

通 信 運 搬 費 4,443 郵 便 料 金 4,251

電 話 料 金 192

委 託 料 12,066 公営企業会計システム保守等委託料 666

雨水出水浸水想定区域図作成業務委託料 11,400

手 数 料 8,260 検針事務取扱手数料 4,500

コンビニエンスストア収納手数料 1,382

口座振替伝送化手数料 1,081

口座振込手数料 55

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

機械設備等電気使用料

市町村職員共済組合負担金

処理場維持管理指導員謝礼

建物災害共済基金分担金

説　　　　　　　　　　明

水質分析用薬品費

節

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

修 繕 費 25,000 機械設備等修繕費

動 力 費 63,186 59,186

汚泥焼却施設等燃料費 4,000

薬 品 費 291

報 償 費 412

保 険 料 1,466

給 料 13,928 一 般 職　４人

手 当 5,915 扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 24

時間外勤務手当 1,200

期 末 手 当 2,018

勤 勉 手 当 1,659

住 居 手 当 330

地 域 手 当 426

賞 与 引 当 金 2,186 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 5,974 3,988

1

35

1,950

旅 費 32 普 通 旅 費

備 消 耗 品 費 545 事 務 用 品 費 431

新聞雑誌等購読料 24

Ｐ Ｒ 用 品 費 30

電算業務用品費 40

車 両 用 品 費 20

燃 料 費 225 車 両 燃 料 費

印 刷 製 本 費 62 帳 票 印 刷 費

通 信 運 搬 費 4,443 郵 便 料 金 4,251

電 話 料 金 192

委 託 料 12,066 公営企業会計システム保守等委託料 666

雨水出水浸水想定区域図作成業務委託料 11,400

手 数 料 8,260 検針事務取扱手数料 4,500

コンビニエンスストア収納手数料 1,382

口座振替伝送化手数料 1,081

口座振込手数料 55

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

機械設備等電気使用料

市町村職員共済組合負担金

処理場維持管理指導員謝礼

建物災害共済基金分担金

説　　　　　　　　　　明

水質分析用薬品費

節

金　　　　額

4 減 価 償 却 費 600,592 577,487 23,105

5 資 産 減 耗 費 500 10,253 △ 9,753

6 そ の 他 50 50 0

営 業 費 用

2 営業外費用 64,960 48,411 16,549

1 支 払 利 息 及 び 30,860 33,311 △ 2,451

企業債取扱諸費

2 雑 支 出 100 100 0

3 消 費 税 34,000 15,000 19,000

3 予備費 1,540 1,589 △ 49

1 予 備 費 1,540 1,589 △ 49

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



4 減 価 償 却 費 600,592 577,487 23,105

5 資 産 減 耗 費 500 10,253 △ 9,753

6 そ の 他 50 50 0

営 業 費 用

2 営業外費用 64,960 48,411 16,549

1 支 払 利 息 及 び 30,860 33,311 △ 2,451

企業債取扱諸費

2 雑 支 出 100 100 0

3 消 費 税 34,000 15,000 19,000

3 予備費 1,540 1,589 △ 49

1 予 備 費 1,540 1,589 △ 49

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

　

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

2 処 理 場 費 276,142 272,217 3,925

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

　

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



2 処 理 場 費 276,142 272,217 3,925

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

給 料 7,483

手 当 3,951 管 理 職 手 当 701

管理職員特別勤務手当 52

扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 120

時間外勤務手当 300

期 末 手 当 1,250

勤 勉 手 当 1,016

地 域 手 当 254

賞 与 引 当 金 1,347 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 3,251 2,181

1

21

1,048

旅 費 246 普 通 旅 費 40

費 用 弁 償 206

備 消 耗 品 費 2,085 事 務 用 品 費 80

維持管理用品費 1,700

水質分析用品費 275

水質分析用特殊ガス 30

燃 料 費 156 水質分析用燃料費

光 熱 水 費 120 水 道 料 金

通 信 運 搬 費 151 専用回線使用料 132

放 送 受 信 料 19

委 託 料 166,997 沈砂・し渣・焼却灰等運搬委託料 3,080

運転管理業務委託料 139,560

臭気分析委託料 426

中央管理室制御装置等保守点検委託料 5,082

天井走行クレーン保守点検委託料 812

廃液処理委託料 50

水質分析委託料 894

焼却炉排ガス分析委託料 495

下水汚泥等放射性物質測定委託料 71

汚泥焼却炉等保守点検委託料 16,500

電話交換設備保守点検委託料 27

市町村職員共済組合負担金

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

一般職　２人

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

修 繕 費 25,000 機械設備等修繕費

動 力 費 63,186 59,186

汚泥焼却施設等燃料費 4,000

薬 品 費 291

報 償 費 412

保 険 料 1,466

給 料 13,928 一 般 職　４人

手 当 5,915 扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 24

時間外勤務手当 1,200

期 末 手 当 2,018

勤 勉 手 当 1,659

住 居 手 当 330

地 域 手 当 426

賞 与 引 当 金 2,186 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 5,974 3,988

1

35

1,950

旅 費 32 普 通 旅 費

備 消 耗 品 費 545 事 務 用 品 費 431

新聞雑誌等購読料 24

Ｐ Ｒ 用 品 費 30

電算業務用品費 40

車 両 用 品 費 20

燃 料 費 225 車 両 燃 料 費

印 刷 製 本 費 62 帳 票 印 刷 費

通 信 運 搬 費 4,443 郵 便 料 金 4,251

電 話 料 金 192

委 託 料 12,066 公営企業会計システム保守等委託料 666

雨水出水浸水想定区域図作成業務委託料 11,400

手 数 料 8,260 検針事務取扱手数料 4,500

コンビニエンスストア収納手数料 1,382

口座振替伝送化手数料 1,081

口座振込手数料 55

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

機械設備等電気使用料

市町村職員共済組合負担金

処理場維持管理指導員謝礼

建物災害共済基金分担金

説　　　　　　　　　　明

水質分析用薬品費

節

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



3 総 係 費 67,316 112,537 △ 45,221

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

（単位　千円）

区　　　　　　　分

修 繕 費 25,000 機械設備等修繕費

動 力 費 63,186 59,186

汚泥焼却施設等燃料費 4,000

薬 品 費 291

報 償 費 412

保 険 料 1,466

給 料 13,928 一 般 職　４人

手 当 5,915 扶 養 手 当 258

通 勤 手 当 24

時間外勤務手当 1,200

期 末 手 当 2,018

勤 勉 手 当 1,659

住 居 手 当 330

地 域 手 当 426

賞 与 引 当 金 2,186 賞 与 引 当 金 分

繰 入 額

法 定 福 利 費 5,974 3,988

1

35

1,950

旅 費 32 普 通 旅 費

備 消 耗 品 費 545 事 務 用 品 費 431

新聞雑誌等購読料 24

Ｐ Ｒ 用 品 費 30

電算業務用品費 40

車 両 用 品 費 20

燃 料 費 225 車 両 燃 料 費

印 刷 製 本 費 62 帳 票 印 刷 費

通 信 運 搬 費 4,443 郵 便 料 金 4,251

電 話 料 金 192

委 託 料 12,066 公営企業会計システム保守等委託料 666

雨水出水浸水想定区域図作成業務委託料 11,400

手 数 料 8,260 検針事務取扱手数料 4,500

コンビニエンスストア収納手数料 1,382

口座振替伝送化手数料 1,081

口座振込手数料 55

旧恩給組合負担金

地方公務員災害補償基金負担金

市町村職員退職手当組合負担金

機械設備等電気使用料

市町村職員共済組合負担金

処理場維持管理指導員謝礼

建物災害共済基金分担金

説　　　　　　　　　　明

水質分析用薬品費

節

金　　　　額

4 減 価 償 却 費 600,592 577,487 23,105

5 資 産 減 耗 費 500 10,253 △ 9,753

6 そ の 他 50 50 0

営 業 費 用

2 営業外費用 64,960 48,411 16,549

1 支 払 利 息 及 び 30,860 33,311 △ 2,451

企業債取扱諸費

2 雑 支 出 100 100 0

3 消 費 税 34,000 15,000 19,000

3 予備費 1,540 1,589 △ 49

1 予 備 費 1,540 1,589 △ 49

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



4 減 価 償 却 費 600,592 577,487 23,105

5 資 産 減 耗 費 500 10,253 △ 9,753

6 そ の 他 50 50 0

営 業 費 用

2 営業外費用 64,960 48,411 16,549

1 支 払 利 息 及 び 30,860 33,311 △ 2,451

企業債取扱諸費

2 雑 支 出 100 100 0

3 消 費 税 34,000 15,000 19,000

3 予備費 1,540 1,589 △ 49

1 予 備 費 1,540 1,589 △ 49

款・項 目 本年度予定額 前年度予定額 比 較 増 減

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

口座振替手数料 1,230

残高証明発行手数料 12

賃 借 料 542 公営企業会計システムソフトウェアライセンス使用料

修 繕 費 320 車 両 修 繕 費 240

事務機器修繕費 80

報 償 費 50 「下水道の日」標語等応募者賞品

研 修 費 30

食 糧 費 10 会 議 等 食 糧 費

負 担 金 6,734 水道事業会計負担金 4,134

日本下水道協会負担金 105

15

全国町村下水道推進協議会神奈川県支部負担金 25

町村情報システム運営費負担金 1,806

一般会計負担金 649

保 険 料 65 自動車損害共済基金分担金 28

自動車損害賠償責任保険料 37

公 課 費 24 自 動 車 重 量 税

貸 倒 引 当 金 4,600 貸 倒 引 当 金 分

繰 入 額

補助及び交付金 1,305 水洗便所改造等助成金 500

水洗便所改造等利子補給金 5

地域振興助成金 800

有形固定資産 600,592 建物減価償却費 18,833

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 320,741

機械及び装置減価償却費 260,860

工具、器具及び備品減価償却費 158

固 定 資 産 500 既設固定資産除却費

除 却 費

雑 支 出 50

企 業 債 利 息 28,353

一時借入金利息 2,507

その他雑支出 100

消 費 税 34,000 消費税及び地方消費税

神奈川県下水道協会負担金

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



（単位　千円）

区　　　　　　　分

口座振替手数料 1,230

残高証明発行手数料 12

賃 借 料 542 公営企業会計システムソフトウェアライセンス使用料

修 繕 費 320 車 両 修 繕 費 240

事務機器修繕費 80

報 償 費 50 「下水道の日」標語等応募者賞品

研 修 費 30

食 糧 費 10 会 議 等 食 糧 費

負 担 金 6,734 水道事業会計負担金 4,134

日本下水道協会負担金 105

15

全国町村下水道推進協議会神奈川県支部負担金 25

町村情報システム運営費負担金 1,806

一般会計負担金 649

保 険 料 65 自動車損害共済基金分担金 28

自動車損害賠償責任保険料 37

公 課 費 24 自 動 車 重 量 税

貸 倒 引 当 金 4,600 貸 倒 引 当 金 分

繰 入 額

補助及び交付金 1,305 水洗便所改造等助成金 500

水洗便所改造等利子補給金 5

地域振興助成金 800

有形固定資産 600,592 建物減価償却費 18,833

減 価 償 却 費 構築物減価償却費 320,741

機械及び装置減価償却費 260,860

工具、器具及び備品減価償却費 158

固 定 資 産 500 既設固定資産除却費

除 却 費

雑 支 出 50

企 業 債 利 息 28,353

一時借入金利息 2,507

その他雑支出 100

消 費 税 34,000 消費税及び地方消費税

神奈川県下水道協会負担金

節
説　　　　　　　　　　明

金　　　　額

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

　

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －

－ 403 － － 404 － － 405 － － 406 － － 407 － － 408 － － 409 － － 410 － － 411 － － 412 －

－ 413 － － 414 － － 415 － － 416 － － 417 － － 418 － － 419 － － 420 － － 421 － － 422 －

－ 423 － － 424 － － 425 － － 426 － － 427 － － 428 － － 429 － － 430 － － 431 － － 432 －

－ 433 － － 434 － － 435 － － 436 － － 437 － － 438 － － 439 － － 440 － － 441 － － 442 －

－ 443 － － 444 － － 445 －



1 1,047,000 1,058,000 △ 11,000

1 980,500 1,008,000 △ 27,500

1 管 渠 費 35,900 35,456 444

　　支　　　　　　出

比 較 増 減本年度予定額 前年度予定額目款・項

下水道事業費用

営業費用

　

注記一覧 

Ⅰ．重要な会計指針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産 

   ・減価償却の方法     定額法 

   ・主な耐用年数 

建物          ３年～50年 

構築物         ３年～60年 

機械及び装置      ３年～22年 

工具、器具及び備品   ２年～20年  

 ２ 引当金の計上方法 

  (1) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  (2) 貸倒引当金 

下水道使用料の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上して

いる。 

 ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表関連 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額 4,652,269,220円 

２ 資産に係る引当金に関する事項 

   貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金 4,600,000円

が控除されている。 

３ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、257,465,000円である。 

 ４ 長期前受金収益化累計額 2,548,014,161円 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －
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注記一覧 

Ⅰ．重要な会計指針 

  地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。 

 １ 固定資産の減価償却の方法 

    有形固定資産 

   ・減価償却の方法     定額法 

   ・主な耐用年数 

建物          ３年～50年 

構築物         ３年～60年 

機械及び装置      ３年～22年 

工具、器具及び備品   ２年～20年  

 ２ 引当金の計上方法 

  (1) 賞与引当金 

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末におけ

る支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を計上している。 

  (2) 貸倒引当金 

下水道使用料の貸倒損失に備えるため、回収不能見込額を計上して

いる。 

 ３ 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。 

Ⅱ．予定貸借対照表関連 

 １ 有形固定資産の減価償却累計額 4,652,269,220円 

２ 資産に係る引当金に関する事項 

   貸借対照表に計上されている未収金のうち、貸倒引当金 4,600,000円

が控除されている。 

３ 企業債の償還に係る他会計の負担 

   貸借対照表に計上されている企業債（当年度末日の翌日から起算して１

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込ま

れる額は、257,465,000円である。 

 ４ 長期前受金収益化累計額 2,548,014,161円 

 

 

 

 

 

 

 

 

－ 395 － － 396 － － 397 － － 398 － － 399 － － 400 － － 401 － － 402 －
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